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△ 個人事業時代から通算した退職金

Q ：当社は法人成りして10年になる会社

ですが、この度、個人事業当時から引き続き

勤務していた使用人が退職し、退職金を支給

しました 0

退職金は個人事業当時の勤続年数を通算し

て計算したのですが、全額を法人の損金とし

てよいのでしょうか。
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【解説】

退職金の全額を損金に算入できます。

個人事業を引き継いで設立された法人が、

個人事業当時から引き続き在職する使用人に

退職給与を支給した場合には、個人事業主負

担分と法人負担分とを区分し、法人負担分を

その退職した事業年度の損金に算入するのが

原則です。

ただし、その退職が法人設立後相当期間を

経過している時には、その支給した退職給与

の全額を損金に算入して差し支えないことと

されています。

この場合の「相当期間経過後」とはどれく

らいの期間が必要かといった点について、具

体的に何年といった定めはありませんが、一

般的には所得税の減額更正ができる期間との

関連で5年程度と考えられているようです。

ご質問の場合、法人設立後10年が経過し

ていて、使用人の退職がいわゆる法人設立後

相当期間経過後に行われていると認められま

すから、支給した退職金の全額を法人の損金

に算入することができます。


